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１ 趣旨・目的 

高崎市役所本庁舎は平成１０年に供用開始されて以降、２７年が経過している。建設当初は

省エネルギーを考慮した照明計画（明るさセンサーによる照度調整や効率的な照明配置等）と

していたが、経年による不具合の発生に加え、技術革新による低コスト照明機器の普及、さら

に２０２７年末の蛍光灯製造の禁止などから、照明機器の更新は不可避となっている。 

更新にあたっては、その費用の抑制や電気代を含めた維持管理コスト縮減効果の早期発現の

ため、民間事業者の優れたノウハウを活用し、事業期間、費用対効果等について最良の提案を

求め、技術提案能力、施工、経験などを有する最も適した業者を選定するために公募型プロポ

ーザルを実施する。 

 

２ 事業概要 

（１）業務名 

 高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借業務 

（２）業務内容 

高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借及び付帯作業（別紙「高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借

業務要求仕様書」（以下「要求仕様書」という。）のとおり 

（３）対象施設  

高崎市役所本庁舎（高崎市高松町３５番地１） 

（４）照明機器の種類及び数量 

  要求仕様書のとおり 

（５）提案限度額 

  ２５６,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（６）優先交渉権者の選定 

  高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借業務事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

において審査を行い、優先交渉権者及び次点者を決定する。 

（７）契約方式及び契約期間（予定） 

契約方式は賃貸借契約とし、契約期間、準備期間及び履行期間は次のとおりとする。 

   ・契約期間 

    契約締結日から令和１８年６月３０日まで 

・準備期間 

契約締結日から令和８年６月３０日まで 

   ・履行期間 

令和８年７月１日から令和１８年６月３０日（１２０か月） 

（８）担当事務局 

高崎市財務部管財課庁舎管理担当 

〒３７０－８５０１   群馬県高崎市高松町３５番地１  

電話：０２７－３２１－１２１５（直通） FAX：０２７－３２６－１４２２ 

E-mail：kanzai@city.takasaki.gunma.jp 

 

mailto:kanzai@city.takasaki.gunma.jp
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３ 参加要件等 

（１）プロポーザル参加者の役割 

 プロポーザルへ参加しようとする者は、本業務を行う能力を備えた、法人格を有する者（単

体）又は法人格を有する者により構成された共同体とし、プロポーザル参加者が単体の場合

は、おおむね以下の役割に分類する本業務のすべてを担い、共同体の場合は、共同体を構成

する者が役割を分担する。 

①事業役割 

  賃貸借契約等の諸手続きや業務遂行に必要な資金調達、保険業務等を行い、高崎市との

対応窓口としての役割を行う。 

②施工役割 

  賃貸借物件の設置等、施工及び賃貸借期間における保守管理に関する全般を実施する。 

③調査設計役割 

  賃貸借物件への更新調査、設計を実施する。 

④設備調達役割 

  賃貸借物件の調達、納入及び施工に必要な物品等の調達を実施する。 

⑤その他役割 

  上記①から④以外の役割を実施する。 

（２）プロポーザル参加者の要件 

①単体での参加の場合は以下の要件をすべて満たすこと。 

  ア 過去に、国又は地方公共団体発注の公共施設等照明ＬＥＤ化事業（賃貸借事業）にお

いて、契約実績を有する者であること。 

  イ 高崎市の令和６・７年度物品・役務入札参加資格の認定を受けている者で、有資格業

者名簿（リース・レンタル）に登載されていること。 

ウ 施工役割を担う者には、高崎市内に本店を有する事業者が参加できるよう、別途協力

体制を構築すること。 

  エ 施工役割を担う者は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく電気工事業の

許可を得た者であること。 

  オ 共同体としてプロポーザルに参加する者の構成員ではないこと。 

 ②共同体での参加の場合は以下の要件をすべて満たすこと。 

  ア 事業役割を担う構成員は、過去に、国又は地方公共団体発注の公共施設等照明ＬＥＤ

化事業（賃貸借事業）において、契約実績を有する者であること。 

  イ 事業役割を担う構成員は、高崎市の令和６・７年度物品・役務入札参加資格の認定を

受けている者で、有資格業者名簿（リース・レンタル）に登載されていること。 

ウ 施工役割を担う構成員は、高崎市内に本店を有する事業者であること。 

  エ 施工役割を担う構成員は、建設業法に基づく電気工事業の許可を得た者であること。 

  オ 事業役割を担う構成員を代表者とし、各構成員による協定を締結していること。 

カ 構成員は、他の共同体の構成員としてプロポーザルに参加していないこと。 

（３）プロポーザル参加者の制限 
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  プロポーザル参加者（共同体の場合は構成する者すべて）は、次のいずれにも該当しない

こと。 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

こと及び同条第２項の規定に基づく市の入札制限を受けていないこと。 
②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づき手続き開始の申立てがなされていないこと。 

③高崎市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成１６年告示第２８８号）の規定に基づ

き、指名停止期間中でないこと。 

④国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑤高崎市暴力団排除条例（平成２４年高崎市条例第７２号）第２条第２号に規定する暴力団

員又は同条第３号に規定する暴力団員等でないこと。 

⑥本プロポーザルに参加する者と資本若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

 

４ スケジュール（予定） 

実施内容 実施期間または期日 

公告 令和７年６月９日（月） 

質問書受付期間 令和７年６月９日（月）～１３日（金） 

質問書に対する回答 令和７年６月１９日（木） 

参加申請書等の提出期間 令和７年６月９日（月）～２０日（金） 

技術提案書等の提出期限 令和７年７月４日（金） 

プレゼンテーション、審査 令和７年７月上旬 

優先交渉権者決定、発表 令和７年７月中旬 

契約内容協議 令和７年７月下旬 

契約締結 令和７年８月上旬 

  

５ 配布資料 

（１）配布資料は、令和７年６月９日（月）より、市のホームページからダウンロードするこ

と。URL/https://www.city.takasaki.gunma.jp/page/66712.html 

（２）配布資料一式 

①高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借業務公募型プロポーザル実施要項 

②高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借業務要求仕様書 

③参加申請書（様式１－１） 

④参加辞退届（様式１－２） 

⑤質問書（様式１－３） 

⑥参加資格要件確認書（様式２－１） 

⑦業務実績申告書（様式２－２） 

  ⑧会社概要書（様式３） 

⑨技術提案書Ａ（様式４－１） 

  ⑩技術提案書Ｂ（様式４－２） 

https://www.city.takasaki.gunma.jp/page/66712.html
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  ⑪参考見積書（様式５） 

（３）説明会は開催しない。ただし、既存設備の把握のため、必要に応じ図面の閲覧及び現

地確認を行うことは可能とする。※現地確認は事務局の了承を得ること。 

 

６ 質問書の受付 

本プロポーザルについて質疑がある場合は、以下により「質問書」（様式１－３）を提出

するものとする。 

（１）質問書の提出期間 

   令和７年６月９日（月）～令和７年６月１３日（金）午後５時まで（必着） 

（２）提出方法 電子メールによるものとし、件名は「高崎市庁舎ＬＥＤ照明機器賃貸借業務

質問（会社名）」とする。 

 ※質問受付時に、事務局から受付完了メールを通知する。受付期間中に受付完了メールが届

かない場合は、事務局まで問い合わせること。 

（３）質問書に対する回答 令和７年６月１９日（木）までに高崎市ホームページに掲載する。 

 

７ 参加申請書等の提出 

（１）提出期間 令和７年６月９日（月）～２０日（金）午後５時まで（必着） 

（２）提出場所 財務部管財課 

（３）提出書類 

①参加申請書（様式１－１） 

②参加資格要件確認書（様式２－１） 

③業務実績申告書（様式２－２） 国又は地方公共団体発注の公共施設等照明ＬＥＤ化事

業（賃貸借事業）について、受注実績を記載すること。また、実績がわかる書類（契約書

等）のコピーを添付すること。 

④会社概要書（様式３） 設立年月日、代表者氏名、事業内容、年間売上金額、営業所一

覧、従業員数及び会社の特徴等について記載すること。なお、会社パンフレット等で記載

事項を満たす場合は、それを添付することで代えることができる。 

⑤履歴事項全部証明書（登記簿謄本） ３か月以内に発行されたものの原本又はコピー 

⑥納税証明書 国税、都道府県税及び市町村税の未納がないことを証明する官公署発行の

証明書（本プロポーザルの公告の日以降に発行されたものの原本又はコピー） 

⑦財務諸表等 最新決算年度及びその前年度の貸借対照表、損益計算書等の財務諸表を綴

じたもの 

⑧建設業許可書のコピー 施工役割を担う者の資格要件を確認するもの 

⑨協定書のコピー 共同体の結成に係る協定書のコピー（共同体で参加する場合のみ） 

※共同体で参加する場合、上記提出書類中、②、④、⑤、⑥及び⑦は、構成員ごとに作成

すること。 

（４）提出部数 １部 

（５）提出方法 持参又は郵送によること（ＦＡＸ、電子メール等による提出は受理しない）。 



5 
 

※持参の場合は土・日・祝を除く日の午前８時３０分から午後５時までとする（ただし、正午

から午後１時までを除く）。 

※郵送の場合は、受取日時及び配達の記録が残る方法とすること。封筒には「プロポーザル参

加申請書在中」と朱書きすること。 

（６）技術提案書提出要請の通知 参加申請書が提出され、参加資格を満たす者のうち、技術

提案書の提出を決定した者に対してその旨を書面にて要請し、あわせて、提案書提出用の

整理番号を配布する。提案書の提出を要請しないことを決定した者についても、書面にて

通知する。 

 

８ 技術提案書等の提出 

技術提案書の提出の要請を受けた者は、以下により「技術提案書Ａ」（様式４－１）、「技

術提案書Ｂ」（様式４－２）及び「参考見積書」（様式５）を提出すること。記載方法は次項

によること。 

（１）提出期限 令和７年７月４日（金）午後５時まで（必着） 

（２）提出場所 財務部管財課 

（３）提出部数 １０部（紙媒体により１部ごとにフラットファイルに綴じること。） 

（４）提出方法 持参又は郵送によること（ＦＡＸ、電子メール等による提出は受理しない）。 

※持参の場合は土・日・祝を除く日の午前８時３０分から午後５時までとする（ただし、正午

から午後１時までを除く）。 

※郵送の場合は、受取日時及び配達の記録が残る方法とすること。封筒には「プロポーザル技

術提案書在中」と朱書きすること。 

 

９ 技術提案書記載事項 

（１）技術提案書（様式４－１）に次の①～④を記載すること。なお、枚数はＡ３片面５枚以

内とするが、図表等はこの限りではない。 
①実施体制 本事業の実施方針、各役割の実施体制、人員配置等について記載すること。

また、事業責任者及び各役割担当者等を明確にし、事業責任者及び各担当者の経歴や担当

業務（同種事業を含む）、同種事業の担当実績について記載すること。 
②施工計画 本事業の全体的な施工計画を作成し、記載すること。また、施工に関して、

以下の点について記載すること。 
ア 施工方法・作業期間 施工方法や作業期間等について、施設運営や市民利用に対する

配慮又は工夫する点 
イ 品質管理 施工の品質を確保するための施工管理方法、試験方法及び基準値等 
ウ 連絡体制 施工中に災害や事故等が発生した際の連絡体制 
エ 既設照明器具の処理 既設照明器具の撤去後の処理方法 
③設置器具 施設、室用途又は品質や性能、安全性、その他の観点から、どのような基

準で照明器具を選定するか記載すること。また、必要に応じて、器具の姿図や性能等が分

かる資料を添付すること。 
④維持管理 
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ア 保守体制 不具合時の対応体制等について記載すること。 
イ 保証内容 保証される対象、期間及び内容並びに保証対象外となる事由等について記

載すること。 
（２）市内業者の活用（様式４－２） 

①単体での参加の場合 高崎市内に本店を有する事業者が施工役割を担う協力体制を構築

し、技術提案書に記載すること。また、施工役割以外で、どのような市内事業者と連携

するかを示すこと。 

②共同体での参加の場合 共同体を構成する者以外の市内事業者と、どのような連携をす

るかを技術提案書に記載すること。 
（３）独自提案（任意様式） 様式４－１、４－２に記載した事項及び要求仕様書に記載の

内容以外に、独自の判断により本事業に必要であると思われる内容がある場合及び事業

を行う上で高崎市にメリットがあると思われる内容については、積極的に提案すること。

ただし、これに係る経費は、提出する見積額に含むものとする。 
（４）整理番号 様式４－１、４－２には技術提案書提出要請時に配付した「整理番号」を

当該記入欄に漏れなく記入すること。また、独自提案する場合の任意様式も、様式４－

１、４－２を参考に、「整理番号」を記入すること。 
（５）選定委員会の審査 選定委員会においては、各様式に記載された商号又は名称は事務

局にて黒塗りし、整理番号で審査に付すこととする。そのため、様式４－１、４－２及

び任意様式の記載内容は、提案者が特定できる社名やロゴ等は使用しないこと。 
 

１０ 選定委員会 

公平性、公正性を確保するため、選定委員会の委員構成は非公開とする。また、企業情報

及び知的財産権等を保護する観点から議事内容も非公開とする。 

 

１１ 要求仕様書 

本プロポーザルの要求仕様書は、既設機器の継続使用、一括施工による施工費用の削減、

賃貸借契約方法等により事業全体のコストを削減するための「案」であり、要求仕様以上の

機能、性能が見込める場合は提案を受け入れる。 

 

１２ 審査及び選定方法 

（１）審査方法 審査は、技術提案書及びプレゼンテーションについて、評価基準をもとに選

定委員会が行い、優先交渉権者及び次点者を選定する。 

なお、提案者が１者のみの場合であっても、選定委員会により内容の審査を行い、提案

内容が要求する仕様を満たしていると認められる場合はその事業者を優先交渉権者とし

て選定する。 

（２）評価基準 評価項目等は下表のとおりとする。 

評価項目 評価視点 配点 評価対象書類 

実績等評価 ・国又は地方公共団体での実績は十分

か。 

１０点 様式２－２ 
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実施体制評価 ・人員配置や体制等十分な配慮がある

か。 

・市庁舎での作業であることを考慮し、

休日や夜間など、市民に迷惑がかからな

い妥当な工程となっているか。 

・不具合時の対応体制は適切か。 

５０点 様式４－１ 

様式４－２ 

市内事業者 

活用評価 

・市内事業者の活用に関する提案は適切

か。 

 

機能評価 

 

・高崎市が求める機能の内容を踏まえた

提案となっているか。 

・効果的かつ具体的な機能提案がなされ

ているか。 

２０点 様式４－１ 

 

価格評価 ・見積金額は妥当か。 １０点 様式５ 

創意工夫評価 ・独自提案において、有益な内容がある

か。 

１０点 任意様式 

 合  計 １００点  

（３）プレゼンテーション及びヒアリング審査 

①提案内容の説明は、プロジェクター等の使用により、２０分以内で行うこと。使用する

資料は、提出した技術提案書の内容のみを使用した静止画とする。 

②説明の後、選定委員により、おおむね２０分程度の質疑応答を行う。  

③説明者は、総括責任者を含め３名以内とする（機器操作者は除く）。  

④プレゼンテーション及びヒアリングの日時及び詳細は、別途連絡する。 

⑤提案者の特定を防ぐため、あいさつや自己紹介は不要とし、プレゼンテーションの内容

においても、提案者が特定、類推できる表現は行わないこと。 

（４）結果通知 

①審査結果については、すべての技術提案書提出者に文書で通知する。 

②選定結果に関する問い合わせ及び異議申立ては一切受け付けない。 

 

１３ 審査結果の公表 

審査結果通知後、高崎市ホームページに掲載する。 

 

１４ 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は失格とする。  

（１）参加要件を満たさない者が提出した場合 

（２）提出方法、提出期限を厳守しない場合 

（３）プレゼンテーションに遅れた場合 

（４）選定委員又は事務局関係者等と本プロポーザルに関する接触を求めた場合 

（５）提出書類等に虚偽の記載をした場合 
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１５ 契約の締結 

（１）契約内容について高崎市と優先交渉権者の協議が成立した場合は、地方自治法施行令第

１６７条の２第１項第２号に基づく随意契約により、賃貸借契約を締結する。 
（２）契約金額は提出された参考見積書（様式５）で提示された金額を基本とし、協議により

決定する。 
（３）高崎市と優先交渉権者との間で行う仕様の調整について協議が整わなかった場合には、

次点者と協議を行うこととする。 
 

１６ 事業計画等の変更及び中止について 

今後の社会情勢や天災等の不可抗力により、事業計画等の変更又は中止をする場合がある。

この場合、参加者に対して高崎市は一切の責任を負わないものとする。  

 

１７ その他 

（１）提出書類及び技術提案書の提出後における内容の変更は認めない。  

（２）提出書類及び技術提案書に記載した事業責任者及び各担当者は、本業務に係る全てが終

了するまで原則として変更できない。ただし、病休、退職等のやむを得ない理由により変

更を行う場合には、高崎市の了解を得なければならない。  

（３）提出書類は返却しない。  

（４）本プロポーザルの手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、日時は日本標

準時、単位は計量法によるものとする。  

（５）本プロポーザルへの参加に要する費用は、その一切を参加者の負担とする。 

（６）契約資格の喪失  

①優先交渉権者が契約までの間に、失格事項に該当することが判明した場合は交渉権を失

う。その場合、次点の者に対し順次交渉権が与えられるものとする。  

②高崎市は、契約締結後においても当該者に失格事項または不正と認められる行為が判明

した時は、契約の解除ができるものとする。 

 


